
１　令和４（2022）年度８月補正予算案について

１　補正額 48 億 7,815 万円

30 億 2,123 万円

18   億円

２　補正後累計 1 兆 201 億 2,285 万円

　　　【令和３（2021）年度８月補正後予算額 1 兆 763 億 9,740 万円 比 94.8% 】

３　補正の財源

(1)　国庫支出金 48 億 2,123 万円

(2)　繰越金 1,600 万円

(3)　諸収入 4,092 万円

Ⅱ　債務負担行為 4,200 万円

         　新型コロナウイルス感染拡大対応分

2022/7/28

財　政　課

　　　　　　　【一般会計補正予算第４号】

Ⅰ　一般会計歳入歳出予算補正の内訳

         　原油価格・物価高騰等対応分

【参考】新型コロナウイルス感染症対応分の

累計予算額（今回補正額を含む）

・令４(当初＋補正) 1,993億 6,436万円

・令４(補正のみ) 96億 1,212万円

・令元～４ 合計 7,884億 5,352万円

今回の補正予算は、直面する原油価格・物価高騰の影響を緩和するため、経済的に厳しい環境に置かれている世帯をはじ

め、中小企業・小規模事業者、農業者や運送事業者等に対する支援を行うとともに、家庭や事業所における省エネ設備等の

導入を促進するほか、新型コロナウイルス感染症の感染急拡大への対応や、豚熱の発生防止に向けた取組に対する助成など、

必要な対策を迅速かつ適切に講じることとして編成したものである。



２ 主 要 事 業 
 
（経営管理部） 
 

     ＊印は原油価格・物価高騰等対応分        （単位千円） 
  

 
 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔行政改革ＩＣＴ推

進課〕 

1マイナンバーカー

ド出張申請サポー

ト事業費 

 

 

40,920 

 

 

 

 

 

 

40,920 

 

 

 

 

 市町と連携したマイナンバーカードの取得促進に要する経費 

 ・事業内容 商業施設等におけるマイナンバーカード申請サポート

の実施 

〔文書学事課〕 

2私立学校給食費保 

護者負担軽減事業 

費 

＊ 

 

4,248 

 

4,248 

 

 

 

 

 

 

 

 私立学校における給食の食材費高騰分に対する助成 

 ・対象校 ３校（小学校、中学校） 

 

 
（環境森林部） 
 

      

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔気候変動対策課〕 

1太陽光発電設備等 

導入支援事業費 

＊ 

 

282,500 

 

282,500 

 

 

 

 

 

 

 

中小企業者等が行う自家消費型太陽光発電設備及び蓄電池の導入に

対する助成 

・補助額   太陽光発電設備 50千円/kW 

            蓄電池     63千円/kWh 

・補助限度額 太陽光発電設備 5,000千円  

       蓄電池     6,300千円 

           



           

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

2省電力設備導入緊 

急支援事業費 

＊ 

140,000 140,000    中小企業者等が行う省電力設備の導入に対する助成 

・補助対象  照明のＬＥＤ化、空調設備の高効率化 

・補助率   1/3 

・補助限度額 1,000千円 
 

3省エネ家電購入緊 

急支援事業費 

＊ 

549,000 549,000    1 省エネ家電購入支援補助金         450,000千円 

・補助対象 一定の省エネ基準を満たすエアコン、冷蔵庫、ＬＥ 

Ｄ照明 

・補助額  上記補助対象の購入合計額に応じたポイントの付与 

15万円以上      ３万円 

10万円以上15万円未満 ２万円 

５万円以上10万円未満 １万円 

2 業務委託費                 99,000千円 
 

 
（保健福祉部） 

 

   

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔保健福祉課〕 

1フードバンク活動 

促進支援事業費 

＊ 

 

7,800 

 

7,800 

 

 

 

 

 

 

 

 生活困窮者を支援するフードバンク活動等に対する助成 

 ・実施主体  フードバンク活動等実施団体 

 ・補助対象  食料品及び日用品等の購入等 

 ・補助限度額 300千円 

 

 



事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

2物価高騰生活困窮 

者自立支援金支給 

事業費 

＊ 

100,770 100,770    新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の再給付を終えた

世帯に対する支援金の支給に要する経費 

1 物価高騰生活困窮者自立支援金       100,000千円    

  ・支給対象 新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の

再受給者 

  ・支給額  ５万円/世帯 

 2 支給事務費                   770千円 

 

 

〔医療政策課〕 

3新型コロナウイル 

ス感染症転院等対 

応医療機関協力金 

 

400,000 

 

400,000 

                                      

 新型コロナウイルス感染症患者の転院等を受け入れた医療機関への

協力金の支給に要する経費 

 ・支給額 入院受入医療機関 上限100万円/床 

転院受入医療機関    20万円/床 

後方支援医療機関    ２万円/床日（上限20万円/床） 

 

 

〔感染症対策課〕 

4新型コロナウイル 

ス感染症高齢者施 

 設等集中的検査事 

 業費 

 

1,400,000 

 

1,400,000 

    

1 高齢者施設等職員検査事業費       1,248,000千円    

  ・事業内容 高齢者施設等における従事者を対象とする週１回程

度の抗原定量検査の実施 

  ・対象施設 高齢者施設、障害福祉施設 

2 幼稚園等感染発生時検査事業費        152,000千円    

  ・事業内容 幼稚園等において感染者が発生した場合の園児等を

対象とする抗原定量検査の実施 

  ・対象施設 幼稚園、認定こども園、保育所等 

 

 

           



           

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔障害福祉課〕 

5障害者就労継続支 

援事業所生産活動 

機能強化事業費 

＊ 

 

28,000 

 

28,000 

     

就労継続支援事業所の生産活動機能強化に対する助成 

・補助対象  就労継続支援事業所の生産活動機能強化に向けた高 

効率化、高品質化等に必要な設備導入等 

・補助限度額 80万円/事業所 

 

〔こども政策課〕 

6私立幼稚園等給食 

費保護者負担軽減 

事業費 

＊ 

 

179,904 

 

179,904 

    

 私立幼稚園等における給食の食材費高騰分に対する助成 

 ・対象施設 721施設（私立幼稚園、認定こども園、私立保育所等） 

 

 

〔生活衛生課〕 

7一般公衆浴場燃料 

価格高騰対策事業 

費 

＊ 

 

1,400 

 

1,400 

    

 一般公衆浴場における燃料費の高騰分に対する助成 

 ・補助額 200千円/施設 

 

 

〔共 通〕 

8社会福祉施設等車 

両燃料費高騰対策 

事業費 

＊ 

 

 

 

 

167,061 

 

167,061 

    

社会福祉施設等の訪問等利用車両に係る燃料費の高騰分に対する支

援金の支給に要する経費 

1 社会福祉施設等車両燃料費高騰対策支援金  140,858千円    

・事業主体 社会福祉法人等 

・対象施設 保護施設、医療施設（訪問看護ステーション等）、 

介護施設、障害福祉施設、在宅訪問薬局 

・補助額  ６千円/台（訪問利用車両） 

１万円/台（通所利用車両） 

2 支給事務費                26,203千円    

 



 
（産業労働観光部） 
 

     

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔経営支援課〕 

1原油・原材料高騰 

等緊急対策資金保 

証料補給事業費 

＊ 

 

49,913 

 

 

49,913 

 

 

 

 

 

 

 

 

原油・原材料高騰等緊急対策資金を利用した県内中小企業者等への

保証料補給に要する経費 

 ・保証料率（県負担分） 0.2％ 

             ※一般保証は保証料率の30％ 

 

2原油・原材料高騰 

等緊急対策資金利 

子補給事業費 

＊ 

24,740 24,740    原油・原材料高騰等緊急対策資金を利用した県内中小企業者等への

利子補給に要する経費 

1 利子補給金                24,500千円    

  ・補給対象 令和４（2022）年９月１日から令和５（2023）年３ 

月末日までに実行された融資 

  ・補給期間 融資実行後１年間 

  ・補給割合 10/10 

  ・債務負担行為限度額 42,000千円 

2 事務費補助金                 240千円 

    

       

           



           

 
（農政部） 
 

     

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔農村振興課〕 

1とちぎの水産業飼 

料高騰緊急支援事 

業費 

＊ 

 

12,506 

 

12,506 

 

 

 

 

 

 

 

 飼料の価格高騰の影響を受ける養殖漁業者の生産活動に対する助成 

 ・補助対象 配合飼料の価格高騰相当分から漁業経営セーフティネ 

       ット制度による補填額を控除した額 

 ・補助率  1/2 

〔生産振興課〕 

2燃油価格高騰対応 

省エネ支援事業費 

＊ 

 

175,000 

 

175,000 

     

施設園芸農家の省エネルギー設備の導入に対する助成に要する経費

の補正 

（補正前）      93,300千円 →（補正後）     268,300千円 

・補助対象 多層カーテン、多段サーモスタッド、循環扇等の導入 

・補助率  1/2 

〔畜産振興課〕 

3飼料高騰対策緊急 

支援事業費 

＊ 

 

780,507 

 

780,507 

    

 飼料の価格高騰の影響を受ける畜産農家等の生産活動に対する助成

に要する経費の補正 

 （補正前）   210,558千円 →（補正後）   991,065千円 

 1 配合飼料高騰緊急支援事業費        417,970千円 

  ・補助対象 配合飼料の価格高騰相当分から配合飼料価格安定制 

        度による補填額を控除した額 

  ・補助額  500円/t 

 2 粗飼料高騰緊急支援事業費         362,537千円 

  ・補助対象 粗飼料の価格高騰相当分 

  ・補助額  乳用牛 ５千円/頭 

        肉用牛 １千円/頭 

 



事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

4食肉流通安定化物 

価高騰対策事業費 

＊ 

25,800 25,800     (株)栃木県畜産公社における電気料等の高騰分に対する助成 

 ・補助率 1/2以内 

 

 

5豚熱（ＣＳＦ）発 

 生防止緊急対策事 

 業費 

16,000    16,000  豚熱（ＣＳＦ）の感染防止の取組に対する助成 

 ・事業主体  栃木県養豚協会等 

 ・補助対象  養豚農家による消石灰散布機等の消毒用機械の購入 

 ・補助率   1/2以内 

 

 
（県土整備部） 
 

      

 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔交通政策課〕 

貨物自動車運送事 

業者緊急支援事業 

費 

＊ 

 

482,400 

 

482,400 

 

 

  

 

 

燃料価格高騰の影響を受ける県内貨物自動車運送事業者に対する支

援金の支給に要する経費 

1 支援金                  474,400千円 

・補助額  ２万円/台（一般貨物自動車運送事業及び特定貨物 

自動車運送事業） 

８千円/台（貨物軽自動車運送事業） 

・補助上限 １事業者当たり100台 

2 支給事務費                 8,000千円 

 

       

           



           

 
（教育委員会事務局） 

 

     

 

事  業  名 予 算 額 
左  の  財  源  内  訳 

説                 明       
国庫支出金 地 方 債 そ の 他 一般財源 

〔学校安全課〕 

県立学校給食費保 

護者負担軽減事業 

費 

＊ 

 

9,681 

 

9,681 

 

 

  

 

 

県立学校における給食の食材費高騰分に対する助成 

・対象校 19校（特別支援学校、高等学校（夜間定時制）） 

 


